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は じ め に 

 

本年９月４日、平成 19 年度の特別区普通会計決算の概要が公表されました。 

今回の決算では、定率減税の廃止等によって特別区税や特別区財政調整交付

金が増となったほか、公債費比率などの財政指標も改善するなど、各区の行財

政改革の着実な取組みと合わせて、景気の回復基調を反映した決算となってい

ます。 

しかし、深刻化する高齢化への対応や子育て支援、区民の安全・安心の確保、

目前に控えた公共施設の改修・改築需要の急増など、特別区が取り組むべき課

題は山積しており、財政的なゆとりがあるわけではありません。 

特別区が将来にわたって区民の負託に応えていくためには、より一層の行財

政改革に努めながら行政サービス水準の確保を図るとともに、将来を見据えた

財政運営が求められています。 

こうした中で、平成 20 年度には、地域間の財政力格差縮小の観点から、ふる

さと納税や地方法人税の譲与税化が実施され、その一方で米国での金融不安や

原油・原材料価格の高騰を背景に景気の後退が懸念されるなど、特別区の財政

運営は先行きが不透明な状況となっています。 

本冊子は、主に普通会計決算に基づいて特別区総体の現状を把握し、「特別

区が抱える財政上の課題」を考えるための素材を取りまとめました。 

財政状況の異なる特別区を合計した姿が、そのまま個々の区の財政状況を表

すものではありませんが、今後の各区の財政運営や地方財政をめぐる議論の参

考としていただければ幸いです。
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 ※ 本冊子において、表及びグラフに用いられている数値は、主に普通会計 

   ベースによるものである。 

  

 ※ 計数については、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数調整をし 

ていないため、合計が一致しない場合がある。 

 



 

第１章 特別区の決算状況と課題 

 

 

 

 

 

 

 

＜財政指標の推移＞                            （単位：％） 

区  分 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度

実質収支比率 3.8 4.9 3.5 4.8 4.8 5.2 5.9 
5.3

(5.7)

経常収支比率 
85.3 

(86.2) 
81.7 

(82.5)
85.2

(86.0)
83.0

(84.0)
82.0

(82.9)
77.1 

(77.8) 
73.0 

(73.2)
75.3

(75.3)

公 債費比率 
10.2 

 
9.9 

(10.3)
9.5

(10.3)
8.5

(10.0)
8.6

(9.7)
7.7 

(8.4) 
6.8 

(7.3)
6.4

(6.9)
 

○ 平成 19 年度普通会計決算の状況を見ると、「実質収支比率」「公債費比

率」は、引き続き良化し、「経常収支比率」は、概ね適正な範囲(70～80％)

にとどまっている。 

注）・各比率は、全特別区の加重平均である。 
・実質収支比率は19年度から算出方法が変更となり、臨時財政対策債発行可能額を分母に加えることとなった。ま
た（ ）書きは、18年度までと同じ算出による率である。 

・経常収支比率の（ ）書きは、減税補てん債（平成12年度）、減税補てん債及び臨時財政対策債（平成13～18年
度）、減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債発行額（平成19年度）を分母に加えない率である。 

・公債費比率の（ ）書きは、臨時財政対策債発行可能額を分母に加えない率である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

○ しかし、地方交付税が交付されない特別区は、膨大な行政需要を抱える中

で、景気動向による税収の変動に大きく影響されやすいため、その対応に備え

ながら自律的な財政運営を行っていく必要がある。 
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１．区税収入の推移 

 

 

 

 

区税収入は対前年比 3.9％の増となり、３年連続の増加となったが、依然と

して歳入全体の３割にとどまっており、今後も予断を許さない状況にある。 

 

○ 区税収入は、定率減税廃止等の税制改正や納税義務者数・所得の増で特別区民

税が伸びたことなどにより、前年度対比で 3.9％増と３年連続で増となった。 

○ しかし、区税は、区の基幹収入であるにもかかわらず、歳入に占める割合は３

割の水準にとどまっている。また、原油をはじめとした原材料費の高騰による景

気の停滞などの減収要素もあり、今後の税収動向は予断を許さない状況にある。 

 

区税収入と歳入に占める割合の推移

9,522

8,158
8,289

7,954
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10,121

30.6%30.1%

28.5%28.6%29.1%29.4%

27.9%27.9%27.9%

30.1%

32.8%

29.8%
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２．歳入構成の推移 

 

 

 

 

区税と財調交付金の構成比が引き続き伸びたが、各種基金や起債の活用で歳

入規模を確保した過去の経験もあり、将来を見据えた財政運営が求められる。 

 

○ 区税収入は、住民税定率減税の廃止、納税義務者の増や所得の伸びを反映して

増となった。 

○ 財調交付金は、税制改正を受けた配分率の変更（52％⇒55％）及び企業収益の

伸びを反映して 10.0％の増となり、初めて１兆円を上回った。 

○ しかし、財調交付金の増加の主因である市町村民税法人分は、景気変動の影響

を受けやすく、財政調整基金を活用した年度間調整を行うなど、将来を見据えた

財政運営が求められる。 

 
 

 

 

 

歳 入 構 成 の 推 移

8,289 7,954
8,770 8,354 7,901 7,775 7,933 7,997 7,956 7,875 8,287

9,156 9,514

6,980 7,306
7,102 7,400

6,790
8,309 8,305 7,693 7,756 8,081

8,602

9,251
10,176

3,401 3,484
3,547 4,212

5,026

4,049 4,154
4,298 4,671 4,659

4,735

4,993

4,895

4,347 3,750 2,853
2,656 2,722 1,850 2,016

1,602
1,653 1,193

1,408

888

9734,843
4,689

4,443
5,176 5,865

5,842
6,060

5,592 5,305 5,767

6,037

6,140

5,562

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
年度

億円

区税収入 財調交付金 国・都支出金 特別区債・基金繰入金 その他

27,860
27,183

26,715
27,798

28,304 27,825
28,468

27,182 27,341 27,575

29,069

30,428
31,120

（注）１．12年度は、清掃事業の都から区への移管等により、財調交付金が増加したが、介護保険制度導入に伴い、

　　　　 高齢者福祉経費が公営企業会計に移行したことにより、普通会計歳入全体としては減となった。

　　　２．「その他」には、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、

　　　  　使用料・手数料、分担金・負担金・寄附金、財産収入、諸収入等が含まれている。
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３．性質別歳出の推移 

 

 

 

 

 

公債費は、逓減してきているが、扶助費が大幅に伸び続けている。普通建設

事業費は、単独事業が増えているが、依然低い水準にとどまっている。 

○ 公債費は、各区の起債抑制努力と償還により減少してきているが、扶助費は、

生活保護費等の増加により大幅な伸びが続いている。 

○ 普通建設事業費は、単独事業の増により 6.2％の増となったが、なお低い水準に

とどまっている。 

○ 今後も高齢化の進展等に伴う扶助費の増加や、目前に控えた公共施設の更新な

ど普通建設事業費の増大が見込まれ、歳出を押し上げる要因が山積している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性 質 別 歳 出 の 推 移
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扶助費

補助費等

人件費歳出総額

普通建設事業費

介護保険導入

清掃事業移管
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４．実質的な義務的経費に要する一般財源負担額の推移 

 

 

 

 

 

扶助費や医療・介護保険等他会計への繰出金の大幅な増加で、実質的な義務

的経費に要する一般財源負担が増加している。 

○ 義務的経費とされる人件費、公債費、扶助費に、医療・介護保険への公費負担

を加えた実質的な義務的経費について、一般財源による負担の状況を見ると、高

い水準で増加を続けている。 

○ これは、義務的経費については、行財政改革の取組みにより人件費や公債費が

抑制基調で推移しているものの、生活保護費等の扶助費が増大し、また、国民健

康保険や介護保険等の特別会計への一般会計からの繰出金が医療や介護費用の増

大に伴って増加していることによるものである。 

○ 今後も社会保障関係経費の増大が見込まれることから、特別区の財政運営をさ

らに圧迫する懸念がある。 

実質的な義務的経費に要する一般財源負担額の推移

6,644 6,682 6,688 6,581 6,584
7,022 6,964 6,770 6,600 6,495 6,263 6,274 6,351

1,236 1,447 1,683 1,872 2,091

2,085 2,028
1,903

1,829 1,829
1,836 1,755 1,761

1,732
1,863

1,929 2,034
2,119

1,762 1,726
1,812

1,738 1,903 2,080 2,225
2,454

1,266
1,259

1,095
1,228

1,312
1,893

1,860 2,102
2,267 2,376 2,443 2,376

2,546

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19年度

億円

人件費 公債費 扶助費 他会計繰出金

10,878
11,251 11,395

11,715
12,106

12,762 12,578 12,587 12,434 12,603 12,622 12,630
13,112

 - 5 -



５．実質収支比率、経常収支比率の推移 

 

 

 

 

 

実質収支比率、経常収支比率ともに概ね適正水準にある。これは、各区の行

財政改革の着実な取組みと合わせて、景気の回復基調を反映した結果である

が、今後の景気動向次第で大きく変動する可能性がある。 

 

○ 財政の健全性を図る指標を見ると、各区の行財政改革の取組みや景気の回復基

調を受けて、実質収支比率は、引続き堅調に推移しており、経常収支比率は、適

正な水準を維持している。 

○ しかし、過去の景気後退期には、経常収支比率が全国都市と比べて急激に悪化

しており、地方交付税が交付されない特別区の財政は、景気変動による税収の動

向に大きく左右されやすいことから、楽観視することはできない。 

 
実質収支比率の推移

4.1% 4.2%
4.4%

3.9%
3.7% 3.6%

3.8%

4.9% 4.8% 4.8%

5.2%

5.9%

5.3%

3.5%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 年度

 

（参考）・実質収支比率＝実質収支/標準財政規模×100
・実質収支比率は、概ね3～5％程度の黒字が適正水準とされる。　
・実質収支比率は、19年度から臨時財政対策債発行可能額を分母に加える算出方法に変更となった。

経常収支比率の推移

85.6

65.5

79.0 81.7

71.0

62.5

77.8

74.9 75.4

66.4

80.3
85.2

61.3
61.3

80.4

85.8

83.2
85.3

82.0

77.1

73.0

83.0

75.3

91.0

60

65

70

75

80

85

90

95

59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 年度

特別区 全国都市

％

         経常収支比率は70～80％にあるのが望ましいとされ、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。

　　（参考）　経常収支比率＝経常経費充当一般財源/経常一般財源×100

　（注）１．経常収支比率の算出式は、平成6～8、10～12年度には減税補てん債を、平成9年度には臨時税収補てん

　　　　　債を、平成13～18年度は減税補てん債及び臨時財政対策債を、平成19年度には、減収補てん債(特例分)

　　　　２．「全国都市」とは、大都市、中核市、特例市及び特別区を除く市をいう。

　　　　　及び臨時財政対策債発行額を加えるよう変更されている。
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６．法人税収の影響 

 

 

 

 

 

地方交付税が交付されない特別区は、法人税収等の変動に大きく影響を受けや

すい。 

 既に景気が停滞局面にある中、区財政の先行きは予断を許さない状況である。

 

○ 都区財政調整交付金の原資の一つとなる市町村民税法人分と経常収支比率の関

係をみると、概ね市町村民税法人分が増えると経常収支比率が下がり、逆に当該

税収が減ると率が上がっていることがわかる。 

○ ここ数年、市町村民税法人分の伸びが続いていることから、経常収支比率は大

きく改善したが、景気の停滞局面にある中、今後、税収が大幅に減少することに

なれば、経常収支比率が悪化する恐れがあることから、区財政の先行きは予断を

許さない状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村民税法人分と経常収支比率の推移（特別区）
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　　　　　　　 経常収支比率は70～80％にあるのが望ましいとされ、比率が高いほど財政構造の硬直化が進んでいることを表す。

　（注）　経常収支比率の算出式は、平成6～8、10～12年度には減税補てん債を、平成9年度には臨時税収補てん債を、

　　　　　平成13年度以降は減税補てん債及び臨時財政対策債発行額を加えるよう変更されている。

　　（参考）　経常収支比率＝経常経費充当一般財源/経常一般財源×100
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７．特別区債残高と基金残高の推移 

 

 

 

 

 

特別区債の残高が減少する一方、基金の残高が増加し、区債残高を上回った

が、今後の税収変動や膨大な財政需要を勘案すると、財政余力があるとは言え

ない。 

 

○ 投資的経費の抑制に伴う起債の減少により、区債残高が減少する一方、基金残

高が増加し、拮抗していた残高は基金が上回ることとなった。 

○ しかし、景気動向による税収の変動や公共施設の大量更新をはじめとする膨大

な財政需要を考慮すると、現在の基金残高が充分であるとは言えず、今後、区債

の残高が増加することは避けられないものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 債 残 高 と 基 金 残 高 の 推 移
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1兆1,461億円の乖離

基金残高

区債残高

 

○ 基金残高は、社会資本の整備や年度間の財源調整等の財政需要に充てられる。

③減債基金
1,400億円

②年度間の
財源調整等
3,750億円

①社会資本
の整備

7,500億円

１兆2,650億円

2008年度
基金残高

内　　訳

今後 10 年間の

公共施設の改築

だけでも 

8,915 億円必要 

（P.18 参照） 
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第２章 財政健全化の取組み状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 特別区は、限られた財源の中で膨大な行政需要に対応するため、職員数の削

減、業務の委託化など、必死に行財政改革に取り組んでいる。 
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１．職員数の削減 

 

 

 
全国市町村の平均を上回る率で職員数の削減を進めている。 

 

○ 特別区の職員数は、平成 12 年度の清掃事業移管（7,826 人）に伴い、一旦増加

したものの平成 15 年度に清掃移管前の規模に削減が進み、引き続き減少傾向にあ

る。削減率は、全国市町村の平均を大きく上回っている。 

 

特　別　区　職　員　数　の　推　移

77,478
76,543

81,739

79,569

77,191

72,632

70,603
68,925

67,308

74,929

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

１０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９

清掃移管

清掃移管前
の規模に削減

年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※職員数は定員管理調査による。（教育長を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国市町村は地方公共団体定員管理調査による全国市町村職員数の総数。

職　員　数　の　推　移　(指　数)

80

85

90

95

105

110

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

100

全国市町村

清掃事務移管

特別区

平成元年度＝100

年度
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２．職員数削減による効果 

 

 

 

 

特別区は、職員数の削減により捻出した財源を、住民サービスの維持・向上

に活用している。 

 

○ 特別区は、職員数の削減によって得られた行革効果を子ども医療費助成などの

財源として活用し、住民サービスの維持・向上を図っている。 

職員数の推移と削減による効果

81,739

79,569

77,191

74,929

72,632

70,603

68,925

67,308

60,000 65,000 70,000 75,000 80,000

12

13

14

15

16

17

18

19

 

 

 （人）

（年）  

 

削減効果
1,120億円

　
 

 

 

 

 

14,431人

の削減 

 
子ども医療費助成

287億円
　　　　　　ほか

 

 

 

 

○ 特別区は、大都市需要として特に区民ニーズの高い、保育園などの子育て支援

や高齢化社会対応等の福祉需要に応える人員を確保する一方、事務能率の向上を

図り、職員数の削減を進めている。 

※職員数は、普通会計ベースから消防部門を除いたもの
※職員数（19.4.1）、人口（19.3.31）

人口1,000人当たり職員数

4.733 5.060 4.630

1.286 0.778
0.575

1.798

0.609
0.672

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

特別区 政令市 中核市

保育園

保育園以外の福祉分野

福祉以外の行政分野

（人）

7.817

6.447
5.877
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３．委託化の推進 

 

 

 
特別区は、全国市町村と比べ施設の運営や業務の委託化を進めている。 

 

○ 総務省が行った市区町村における事務の外部委託の実施状況調査で見ると、特

別区は市町村に比べ、施設の運営事務、一般事務の委託化を進めている。 

 

 

施設の運営事務における委託化率の比較

0

20

40

60

80

100
保育所

児童館

養護老人ホーム

温泉健康センター

体育館

陸上競技場

プール

公民館

図書館

都市公園

市民会館・公会堂

診療所

駐車場・駐輪場

コミュニティーセンター

 

 

 全国市区町村 特別区

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

一般事務における委託化率の比較

0

20

40

60

80

100
本庁舎の清掃

本庁舎の夜間警備

案内・受付業務

電話交換業務

公用車運転

し尿収集

一般ごみ収集

学校給食学校用務員事務

道路維持補修・清掃等

ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰ派遣事業

在宅配食ｻｰﾋﾞｽ

情報処理・
庁内情報
ｼｽﾃﾑ維持

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成・運営

給与計算事務

全国市区町村 特別区全国市町村 

全国市町村 

※総務省：市区町村における事務の外部委託の実施状況（15.4.1 現在） 
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４．区税徴収率の向上 

 

 

 

 

 

平成 19 年度は、税制改正の影響を受けて微減となったものの、各区の徴収努

力等により、ここ数年、区税徴収率は大幅に向上し、滞納繰越額も年々減少し

てきている。 

 

○ 各区では、徴収嘱託員の活用やコンビニエンスストア収納など、区税の収納強

化に努めてきた結果、区税徴収率は平成 11 年度以降、連続して増加を続けてきて

おり、滞納繰越額も減少している。 

○ 19 年度は、区税徴収率が微減となったが、全国的に個人住民税の徴収率が減少

しており、住民税のフラット化等の税制改正が影響しているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区税徴収率と滞納繰越額の推移

929

1,041

1,071 1,080 1,081
1,096

1,027

968

894

826

759

687

611

541
523

93.7%

93.9%

92.9%

91.7%

90.9%

90.1%

89.3%

88.5%

88.0%
87.8%

87.5%

88.1%
87.8%

87.8%

89.6%

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19年度

億円

85%

90%

95%

100%

滞納繰越分調定額 区税徴収率

※滞納繰越分調定額は、特別区民税、軽自動車税、特別区たばこ税の合算。
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第３章 増大する財政負担 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 特別区は、引き続き扶助費が増加する一方、大量の公共施設の更新が迫って

いるなど、今後財政負担の増大が予想され、より一層の行政効率化と財源確保

が求められる。 
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１．退職手当の増加 

 

 

 

 

 

職員数の削減により人件費を抑制しているが、定年等による職員の大量退職

により、退職手当が高水準のまま推移することが見込まれる。 

○ 各区は、これまで職員数の見直しを着実に実施し、人件費の抑制に努めてきた

が、いわゆる団塊の世代の大量退職の時期に入り、退職手当が高水準のまま推移

することが見込まれている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

退 職 者 数 の 推 計

2,852

2,702
2,608 2,622

2,507
2,4052,435

1,858

2,927 2,889

2,278

2,469

2,096

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

年度

人

 ※19年度以前は実績、20年度以降は19年4月1日の特別区職員構成に基づき、勧奨退職発生率を過去３年の

　実績より0.03060として推計した。また、幼稚園教諭を含む。

※18年度以降は清掃派遣職員の身分切替者を含む
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２．扶助費と特別会計繰出金の増加 

 

 

 

 

扶助費の総額は、年々増加しており、財政圧迫の要因となっている。また、

実質的な義務的経費である医療・介護保険制度への繰出金も増加傾向にある。 

 

○ 社会保障制度の一環として支出される扶助費は、生活保護費や児童福祉費を中

心に引き続き高水準で増加している。 

○ 一方、国民健康保険、老人保健、介護保険の各特別会計に対する一般会計から

の繰出金も、医療費の増加や保険料収納率の低下などによって増加しており、扶

助費とあいまって、特別区財政をさらに圧迫していくことが懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

扶 助 費 と 特 別 会 計 繰 出 金

2,187 2,356
2,493

2,683
2,827

2,896
2,950

2,943

969
967

967

1,015

1,084
1,103

1,059
1,171

1,896
1,880

2,102

2,267

2,376
2,443

2,376

2,546

333 147 113182 133242 127 114

902 1,006 1,169 1,319839 1,408
1,759

1,550

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

12 13 14 15 16 17 18 19 年度

億円

扶助費（老人福祉） 扶助費（児童福祉） 扶助費（生活保護）

扶助費（その他） 特別会計繰出金

6,224 6,347

6,750

7,281

7,739
7,977 8,048

8,533
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３．更新時期を迎える公共施設と改築経費 

 

 

 

 

特別区が保有する公共施設の多くが更新時期を迎え、その改築・改修等に伴

う経費の増大が財政を圧迫する恐れがある。 

 

○ 特別区の保有する公共施設の総床面積は、義務教育関係施設（小・中学校）で

7,747,182 ㎡、本庁舎、福祉関係施設、図書館等の公共施設も 6,223,068 ㎡に上っ

ている。 

○ これらの公共施設の多くが、標準的な耐用年数である 50 年を迎えて、順次改築

を行う必要に迫られている状況にある。 

○ 改築に必要な経費を試算すると、急激に所要額が増加し、長期にわたって膨大

な財政需要が継続することが見込まれる。 

○ その規模は、今後 20 年間で 2 兆 5,465 億円、当初 10 年間だけでも 8,915 億円

に及ぶ。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

公 共 施 設 改 築 需 要 の 年 度 別 推 計
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年度
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改築等需要見込額（義務教育施設） 改築等需要見込額（その他施設）

8,915 億円 

2 兆 5,465 億円 

 ※特別区保有施設状況調査（平成 18 年度）、特別区義務教育施設現況調査（平成 15 年度） 
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